
海上自衛隊訓令第１号

自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第３２条の規定に基づき、対潜資

料隊の編制に関する訓令を次のように定める。

平成４年２月１０日

防衛庁長官 宮 下 創 平

対潜資料隊の編制に関する訓令

（任務）

第１条 対潜資料隊は、次に掲げる業務を行うことを任務とする。

⑴ 対潜戦に必要な海洋資料及び水中の音響資料（以下「音響資料」という。）

の収集、処理及び配布に関すること。

⑵ 防衛及び警備のために海上自衛隊が必要とする気象資料に関すること。

⑶ 海洋資料及び音響資料の収集及び処理に関する調査及び研究、改善並びに技

術指導に関すること。

⑷ 海洋観測に関する技術指導に関すること。

⑸ 気象予報及び対潜海洋予報に関すること。

⑹ 音響資料の収集及び処理に関する教育訓練に関すること。

（司令及び副長）

第２条 対潜資料隊の長は、対潜資料隊司令（以下「司令」という。）とする。

２ 司令は、１等海佐をもって充てる。

３ 司令は、海洋業務・対潜支援群司令の指揮監督を受け、対潜資料隊の隊務を統

括する。

４ 対潜資料隊に、副長１人を置く。

５ 副長は、司令を助け、対潜資料隊の事務を整理し、司令に事故があるとき、又

は司令が欠けたときは、司令の職務を行う。

（編制）

第３条 対潜資料隊に、次の６科を置く。

総務科

気象海洋情報科

気象海洋予報科

音響第１科

音響第２科

研究教育科

（総務科）



第４条 総務科においては、次の事務をつかさどる。

⑴ 公印の保管、文書及び統計に関すること。

⑵ 人事及び福利厚生に関すること。

⑶ 秘密の保全に関すること。

⑷ 会計及び物品の取扱いに関すること。

⑸ 施設の維持管理に関すること。

⑹ 通信に関すること（音響第２科の所掌に属するものを除く。）。

⑺ 前各号に掲げるもののほか、対潜資料隊の所掌事務で他の所掌に属しないも

のに関すること。

（気象海洋情報科）

第５条 気象海洋情報科においては、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 気象資料の収集、分析、評価、配布、整理及び保管に関すること。

⑵ 海洋図誌の編さんのために必要な資料の収集、分析、評価、整理及び保管に

関すること。

⑶ 対潜海洋予報及び音波伝搬の解明のために必要な資料の収集、分析、評価、

整理及び保管に関すること。

⑷ 気象図誌及び海洋図誌の編さん及び配布に関すること。

⑸ 気象資料の収集及び処理を行うための通信の運用に関すること。

⑹ 統合気象中枢に関すること。

⑺ 気象資料の収集及び処理、気象観測並びに気象予報に関する技術指導に関す

ること。

⑻ 海洋資料の収集及び処理並びに海洋観測に関する技術指導に関すること。

⑼ 気象資料の収集及び処理を行うための通信の運用に関する技術指導に関する

こと。

（気象海洋予報科）

第６条 気象海洋予報科においては、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 気象予報の作成及び配布に関すること。

⑵ 対潜海洋予報の作成及び配布に関すること。

（音響第１科）

第７条 音響第１科においては、次の事務をつかさどる。

⑴ 音響資料の収集、分析及び評価に関すること（音響第２科の所掌に属するも

のを除く。）。

⑵ 音響資料の作成、配布、整理及び保管に関すること。

⑶ 音響資料の収集及び処理に関する技術指導に関すること。

（音響第２科）

第８条 音響第２科においては、次の事務をつかさどる。



⑴ 音響測定艦の収集する音響資料の分析及び評価に関すること。

⑵ 音響測定艦の行う音響資料の収集のための音響測定艦との通信の運用に関す

ること。

（研究教育科）

第９条 研究教育科においては、次の事務をつかさどる。

⑴ 海洋資料及び音響資料の収集及び処理に関する調査及び研究並びに改善に関

すること。

⑵ 音響資料の収集及び処理に関する教育訓練に関すること。

⑶ 海洋資料及び音響資料の処理に関する電子計算機のプログラムの作成及び維

持管理並びに利用技術の開発及び改善に関すること。

（科長）

第10条 科に、科長を置く。

２ 科長は、司令の命を受け、科務を掌理する。

（委任規定）

第11条 この訓令に定めるもののほか、対潜資料隊の内部組織に関し必要な事項は、

海上幕僚長が定める。

附 則

１ この訓令は、平成４年２月１５日から施行する。

（海洋資料作業隊の編制に関する訓令の廃止）

２ 海洋資料作業隊の編制に関する訓令（昭和５５年海上自衛隊訓令第１５号）は、

廃止する。

（音響業務支援隊の編制に関する訓令の一部改正）

３ 音響業務支援隊の編制に関する訓令（昭和５６年海上自衛隊訓令第１５号）の

一部を次のように改正する。

第１条中「とともに、これらの音響資料の収集及び処理に関する調査研究、改

善及び教育訓練を行う」を削る。

第３条中「６科」を「５科」に改め、「研究教育科」を削る。

第９条を削り、第９条の２を第９条とする。

附 則（平成７年６月２７日海上自衛隊訓令第３２号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成７年６月３０日から施行する。

（音響業務支援隊の編制に関する訓令の廃止）

２ 音響業務支援隊の編制に関する訓令（昭和５６年海上自衛隊訓令第１５号）は、

廃止する。

（航空基地隊の編制に関する訓令の一部改正）

３ 航空基地隊の編制に関する訓令（昭和３６年海上自衛隊訓令第４７号）の一部



を次のように改正する。

別表鹿屋航空基地の項中「音響業務支援隊鹿児島音響測定所、東京通信隊えび

の送信所」を「東京通信隊えびの送信所、対潜資料隊鹿児島音響測定所」に改め、

同表厚木航空基地の項中、「音響業務支援隊（鹿児島音響測定所を除く。）」を削

る。

附 則（平成１４年３月２０日海上自衛隊訓令第１９号）

この訓令は、平成１４年３月２２日から施行する。

附 則（平成２６年１１月２８日海上自衛隊訓令第２１号）

この訓令は、平成２６年１２月１日から施行する。

附 則（平成２７年１１月２７日防衛省訓令第５１号）

この訓令は、平成２７年１２月１日から施行する。

附 則（令和２年９月３０日防衛省訓令第５７号表彰等に関する訓令等の一

部を改正する訓令第１９条）（抄）

１ この訓令は、令和２年１０月１日から施行する。

附 則（令和３年３月３１日防衛省訓令第１８号俸給支給機関の指定等に関

する訓令等の一部を改正する訓令第３７条）

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。


